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【預金】
70兆8,617億円

【貸出金】
55兆9,351億円
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１．2025年3月末現在の加盟行の概況

（注）計数は、2025年3月末現在の加盟地方銀行36行ベース（次頁同様）。

単位：兆円
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預金者別預金残高構成 貸出先別貸出金残高構成

業種別貸出金の割合
法人貸出件数に占める

中小企業の割合
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(2) 成長産業の育成・企業価値向上支援

(1) 創業・新事業開拓支援
✓ 加盟行では、融資や企業育成ファンドの組成・活用に
より、創業・新事業開拓を目指すお客さまの資金需要
に対応しております

✓ また、創業セミナーの開催等を通じて、事業計画の作
成支援や各種補助金の紹介等、有益な情報提供等を行
うことにより、お客さまのサポートに努めております

２．地域密着型金融に関する取組み状況（2024年度）

✓ お客さまの技術力やノウハウ等の事業特性に応じた融
資を行うとともに、売掛債権や在庫等を担保とする動
産・債権譲渡担保（ABL）を推進し、お客さまの資金
需要にお応えしております

✓ お客さまのビジネスチャンスの創出・拡大に向けた機会
を提供するため、ネットワークを活用し、地方公共団体
や他の金融機関と連携した共同商談会を開催するなど、
ビジネスマッチングに積極的に取組んでおります

２０２3年度 ２０２4年度

件 数 6,317    4,951    

金 額 165,600 124,442

(単位：件、百万円)

２０２3年度 ２０２4年度

件 数 23,566 27,433 

(単位：件)

創業・新事業支援融資の実績(期中）

ビジネスマッチング成約件数の実績(期中)

２０２3年度 ２０２4年度

融資先数 4,756 4,285

融資残高 466,012 364,376

(単位：件、百万円)

動産・債権譲渡担保融資の実績(期末)
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✓ お客さまの海外進出による新たな事業展開のニーズへの
対応、海外販路拡大のための商談会の開催、海外事業展
開における資金ニーズへの対応を行っております

✓ また、日本貿易振興機構（JETRO）・国際協力銀行
（JBIC）・外国の地場金融機関等と連携した情報提
供・相談も行っております

２０２3年度 ２０２4年度

件 数 1,636 987

海外進出等に関する相談受付件数の実績(期中)
(単位：件)

2023年度は加盟地方銀行37行（2024年3月末）ベース、2024年度は同36行（2025年3月末）ベース（ただし「創業・新事業支援融資の実績（期中）」の2024年度

の計数は34行ベース）（次頁同様）。

個別銀行によって、各項目の定義が異なる場合がある（以降同様）。

(注)1.

2.
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(3) 経営改善・事業再生支援
✓ 加盟行は、経営改善や事業再生を必要とするお客さま
に対し、経営改善計画の策定支援、計画の進捗に係る
相談を実施し、継続的な支援を行っております

✓ また、企業再生ファンドの組成・活用、地域経済活性
化支援機構・中小企業再生支援協議会等の外部機関と
の連携強化により、お客さまと一体となって、企業収
益改善等に取り組んでおります

２０２3年度 ２０２4年度

金 額 14,654 16,512

(単位：百万円)

企業再生ファンドへの出資実績(期末)

(4) 事業承継支援
✓ 加盟行では、経営者の高齢化や相続等により事業承継
を希望するお客さまに対し、セミナーや個別相談会を
開催しているほか、次世代を担う後継者の育成支援に
も取り組んでおります

✓ また、事業承継に係る課題解決に向け、M&A を活用し
た企業・事業部門の譲渡に向けた手続きの具体化等、
最適なご提案ができるよう努めております

２０２3年度 ２０２4年度

件 数 8,460 8,865

(単位：件)

事業承継等の相談受付件数の実績(期中)
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